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はじめに

　本稿は、政府無償援助による初・中等教

育段階の科学教育分野向けプロジェクト技

術協力を主な対象として、この分野におけ

る科学教育の目標と技術移転の方向につい

て考えようとするものである。

　日本政府の無償援助による教育開発協力

を考えようとするとき、特にそれが科学教

育分野であるとき、なにかと引き合いに出

される協力事業の一つは、 1994 年６月か

ら 1999 年５月まで５年間の取り組みが行

われてきているフィリピン理数科教育プロ

ジェクト技術協力である。これは、今後も

なにかと検討される事例の一つになるにち

がいない。

  このプロジェクトの正式名称は、

Science and Mathematics Education

Manpower Development Project-SMEMDP

で、 筆者にとっても関わりが少なくなか

った。たとえば事前調査団（1993 年９

月）、実施協議調査団・団長（94 年３

月）、計画打合せ調査団（94 年 11 月)、

中間評価調査団・団長（97 年１月）とし

て加わったほか、短期専門家（96 年２月

～４月）として現地での協力活動に、そし

てカウンターパートの日本国内研修(94 年

９月～10 月の１名、95 年６月～９月の１

名) の受入れなどに取り組んできた。これ

に加えて日本学術振興会（JSPS)の派遣に

よって、フィリピンにおける科学教育事業

の一環として調査研究してきた経過がある

(96 年７月～８月実施、および 98 年７月

～８月予定）。

　このプロジェクト技術協力は、パッケー

ジ方式による技術協力事業の主要な活動と

位置づけられ、 主要関係機関の一つであ

るフィリピン教育文化スポーツ省(DECS)へ

のチーフ・アドバイザーの派遣、地方拠点

への青年海外協力隊員のチーム派遣による

活動と組合せた取り組みが行われてきてい

る。しかし本稿では、筆者が約 20 年も以

前にさかのぼる 1970 年代後半の時期から、

このプロジェクト・サイトのフィリピン大

学理数科教育開発研究所（UP-ISMED)とは

少なくない関わりをもってきた経過があり、

主としてプロジェクト技術協力（以下では、

「プロ技協」と記す）に限ることを断って

おきたい。

この間、筆者自身は学んだことや考えさ

せられることが多かった。いまあらためて、

それらを顧みるとともに、今後の望ましい

科学教育の教育開発協力の課題と方策につ

いて考えてみたい。もっとも教育協力につ

いては、長く国際協力事業団の教育分野の

専門員を勤め、各国の教育案件を見てきた

内海成治によると「多くの教育協力プロジ

ェクトの要請・形成・実施・評価を乏しい

伝統・知見・経験・理論によってひとつづ

つ判断せざるを得ない」とされている(1)。

教育協力のうちでも科学教育分野は、我
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が国の教育協力の有力とされている分野で

ある。はからずも少なからぬ関わりを持っ

てきた一人として、この指摘に少しでも適

切な対応をして行かねばならないと考えて

いる。

これまでの経験を通じて今後の取り組み

を構想するとき、新しく科学教育ないしは

理数科教育の教育協力に着手するには、む

しろ課題は増え深刻になっている。その理

由は、教育は世界的な規模で、そのあり方

や新しい学習観を模索する方向にむかって

いて、これまでの伝統的な教育の内容や方

法は、 根本から見直されはじめているこ

とである(2)。

これからの教育協力は、そのような動向

にも十分に対応できるような発想で取り組

まれなければならない。本稿では、それら

の課題も検討しながら、①これからの科学

教育分野の教育協力は、新時代の教育観や

学習観に基づく活動とすること、②科学教

育の技術移転の考え方を整理し、③相手国

側への広く末端までの裨益効果の配慮は当

然ながら、関連機関との適切なリンケージ

を形成すること、④それとともに日本と世

界の科学教育への貢献を目標にすること、

⑤また、それに相応しい教育・学習題材の

開発、教育方法の研究開発をめざす必要性

などについて考察する。

１．これからの科学教育の目標と学習観

科学教育分野の技術移転を考えるには、

その基本的な作業の一つとして、今後の科

学教育の目標を検討しておかねばならない。

これには、さまざまな提案がされているが、

最も多くの組織が協力して時間と労力を費

やした検討結果は、米国の理科教育方針

（National Science Education Standards)であ

る。これは、今後ひろく世界各国の科学教

育に影響を与えると思われる。

(1)科学教育の目標、科学教育協力の基本

　米国の理科教育方針が目標としているの

は、つぎの４点に集約されている。すなわ

ち、これからの初中等段階の理科教育は、

第一に、自然の世界について知ったり理

解するための豊富で刺激的な経験をするこ

と。

第二に、個人としての決定に適切な科学

的な方法や原理を使うこと。

  第三に、科学や技術に関して公表される

論説や討論に知的に関わること。

  第四に、科学の知識、理解、技能をそれ

ぞれの職業で使うことを通じて、経済的な

生産性を高めること。

  そして、これらの４目標を総合して科学

的な教養のある社会(a scientifically literate

society) の意味を明らかにしていくことと

している(3)。

  この理科教育の目標は、算数・数学、さ

らには関連する技術教育を含めた科学教育

の目標になると考えられている。もともと

学校教育が州政府ごとに、かなり自由であ

った米国で、このような国家目標が策定さ

れることには、それが長い時間を費やして、

多数の関係者や関係団体の議論を通じて実

現されたものだけに、世界の科学教育専門

家が注目するところとなっている(4)。

　それゆえ、これからの日本の科学教育に

ついても、また日本が取り組む科学教育分

野の協力活動でも目標とされるべきである

と考える。筆者の基本的な考え方として、

途上国での科学教育の協力活動は、相手国

のためだけではなく日本の科学教育を革新

していくことにも役立つものにしていく方
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向にこそ、よりどころがあるとしている(5)。

この点は筆者が機会あるたびに提唱してき

たものである。もっとも、この目標の実現

のためには、子どもたちには学校教育を中

心にして、つぎのような学習と教育の機会

が提供されなければならない。

① その年齢の子どもたちに相応しい科学

の基礎と基本となる一定の知識、概念、

技能を学ぶこと。

② そこで学ぶ科学の基礎的な知識、概念、

技能は日々の生活のなかで、さまざま

な形で試され生かされ、暮らしと生活

の改善に何らかの役割を発揮すること。

③ そのような具体的で現実的な経験を通

じて、子どもたちは科学に対する興味、

関心を高めること。

④ やがて大人になったとき、新しい科学

の成果、そして科学の発展や変化に対

応する基礎的な資質を持とうとする意

識に目覚めること。

　このような目標をかかげた学習の機会を

現地側の教育関係者とも協力して研究開発

していく。これを今後の科学教育分野の協

力活動が最も基本とすべきと考える。

(2)新しい学習観―構成主義の考え方

  さきに教育は、世界的な規模で新時代の

あり方が模索されていて、 新しい学習観

の提唱や試みが盛んになってきていると書

いた。このことは、今後の教育協力でも新

しい課題である。すなわち初・中等教育の

普及が遅れ、とりわけ科学教育の拡充強化

を必要としている途上国に対して、「ある

程度体系づけられた知識、概念、技能を計

画的に教育する」という伝統的な教育の考

え方だけでよいのだろうか、 という疑問

が起こる。地球上の子どもたちは、みな等

しく２１世紀を迎える。途上国の子どもた

ちが古い伝統的な教育の考え方で教育を受

け、先進国の子どもたちにくらべて取り返

しのつかないようなビハインドを背負うよ

うな事態は避けねばならない。特に、それ

が教育協力のもとに行われることがあって

はならない。ここに、教育分野の協力活動

が直面する新しい課題がある。

　米国の理科教育指針でも、 その内容を

検討すると直接的にも間接的にも新しい学

習観が反映されている。新しい学習観では

「知識や概念、そして技能は、それぞれの

学習者が社会的な役割分担をする過程をつ

うじて、みずからが組み立て活用すること

を通じて獲得していくものであり、それが

学習である」とされる。これは社会的構成

主義と言われ、しばしば伝統主義と比較さ

れる。伝統主義が、まるでスレート板に知

識を刻み込むように教えるのに対して、構

成主義では子どもたちは外の世界で発生す

る問題や困難の解決のために生み出される

理論の思索者とみられる。

  教師の役割も異なる。伝統的な考え方で

は、教師は学習者に知識や概念を普及させ

るものとされてきた。それに対して構成主

義では、教師は一般に学習者と相互のやり

取りをして、学習環境を整えることが役割

とされる。カリキュラムの考え方も変わる。

伝統主義では教科書とワークブックに依存

することが多かった。それに対して、構成

主義では現実の実際的なデータや学習者が

みずから扱える材料により多くの比重があ

るとされる(6)。

  このように理科教育の目標の背景には、

これまでにない新しい学習観の思潮がある。

すなわち、たんにある程度体系づけられ完

成された知識、概念、技能を教え学ぶだけ
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ではない。みずからの知的活動として知識

や概念を構成していくという構成主義の考

え方に基づいている。さらに進めて、子ど

もたちでも実用的な知識や技能を発揮して

社会で活動しているさまざまな専門的な職

業人への周辺から参加していく。やがては

外部の立場にたって、新しい課題を発見し

て、それに取り組んでいくという正統的周

辺参加の学習観、あるいは本物の学習

（authentic learning)の考え方が色濃く反映

されている(7)。この正統的周辺参加の考え

方は、 以下に検討するように新しい科学

教育の技術移転の考え方にも理論的な裏付

けができる可能性がある。

２．科学教育の技術移転の考え方と方策

　ここではプロ技協による科学教育の技術

移転の考え方、特色、制約を整理し、今後

の方策を検討しておきたい。

(1)プロジェクト技術協力による技術移転

の特色と制約

　プロ技協は拠点となるサイトに焦点をあ

てて、日本から専門家と機材を供与し現地

側カウンターパートを指導助言し育成して

いく、その方式そのものに特色がある。す

なわち、これは技術移転のうえで最も良く

練られた組合せであり、現地サイトの役割

や機能の充実強化に極めて重要な協力活動

である。しかし、このプロ技協の特色が末

端への裨益効果を思い、それを急ぐばかり

にややもすれば漠然となるきらいがある。

特にパッケージ方式の技術協力が言われは

じめてから、この傾向が感じられる。

　良いものなら、早く広く普及させたい。

その思いは、教育分野の専門家も同じであ

る。特にひどい状況にある初・中等教育段

階の学校を調査して歩くと、その思いは強

烈であり、ときには無力感にさいなまれる。

プロ技協は個別派遣の協力に比べれば、は

るかに中長期的な展開を考えながら安定的

に協力活動に打ち込める。したがってプロ

技協の専門家の多くは、またプロ技協に関

わる関係者は、その成果を早く広く末端ま

で行き渡らせたいという思いにかられる。

　しかし、それには、さまざまな制約や枠

組みがあるのも現実である。①財源、②人

材、③ネットワーク、④せいぜい５年程度

の協力活動という制約がある。したがって

プロ技協だけでは、 あまねく末端まで行

き渡らせることは、とても困難である。せ

いぜいパイロット地域への普及がでれば望

ましいのは言うまでもない。

　現地ではプロ技協に比べてはるかに大規

模な財源での教育協力事業が構想されたり、

取り組まれていたりする。世銀、アジア開

発銀行、海外経済協力基金（OECF)など、

ほとんど例外なく何等かの教育分野の支援

事業をはるかに大きな財源規模で展開して

いる。したがって、これらと適切な協力関

係やパートナシップを発揮する方向でこそ、

末端への成果の普及を考えるべきではない

だろうか。それによって早く広く末端まで

行き渡らせるという発想を相互に持つこと

こそ望まれる。

　したがって世銀、アジア開発銀行、海外

経済協力基金など大きな財源規模で取り組

まれる協力援助に、有効な具体的で現実的

なカリキュラムモデル、教材教具、教育方

法などのプログラムを提供できることが、

プロ技協の一つの大きな目標になる。これ

に徹するべきであると考える。なぜなら、

そうすることによってのみ、それらの関係

機関とのリンケージの可能性が高まる。た
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がいにその役割や機能に対して、一定の尊

敬が得られるにちがいないし、協力や援助

のスキームの違いにとらわれることも少な

くなり、有効に総合的な効果が発揮できる

と思われる。

(2)これまでの技術移転の検討

　筆者は、これまでの科学教育分野の取り

組みの経験を通じて、科学教育分野の協力

の方策と技術移転については多少の考察と

検討をしてきた経過がある。今後の科学教

育にむけた教育協力の方策として、表１の

ように 10 項目を指摘し、その主な根拠を

考察してきている(8)。

表１　今後の科学教育にむけた教育協力の方策

①援助から
協力とパートナーシッ

プへ

②
オープン・エンド型か

ら

目標設定から具体的活

動を発想する

③機材重視から
教育ソフト、プログラ

ム重視

④
科学の歴史のトピック

スから

現代の科学のトピック

スへ

⑤科学知識の移転から
生活、暮らし、基礎技

能へのつながり

⑥知識と概念の習得から
学習者のプロジェクト

の展開と成果の発表へ

⑦
現行カリキュラム志向

から

未来型カリキュラム志

向へ

⑧伝統的な教育方法から
新しい教育理論と方法

の導入へ

⑨
大きな分散型の役割分

担から

小規模の総合機能ユニ

ットの持続へ

⑩単独の取り組みから
内外の関連機関との相

互交流とリンケージへ

　技術移転については、いまこの時点で顧

みると不完全なところが気になるものの、

協力活動経験を重ねる過程を通じて「技術

移転とは、つまるところ現在取り組まれて

いる、 あるいは近い将来に取り組まれる

自助努力を継続しながら、 さらに改良す

ること。そしていっそうの促進をうながし、

より活性化するための効果的なノウハウを

双方が協力して研究開発し、実施する」こ

とに集約されるとしてきた。そのうえで、

この考えに立つとき、科学教育には、①発

展段階に固執する考え方、②技術移転の新

しい手法の模索の二つのアプローチがある

としてきた(9)。

　この技術移転の定義や考え方は、そのの

ちも検討をつづけてきて、つぎのような提

唱をするに至っている。「技術移転とは、

①特定の技術の点検とプレゼンテーション、

②特定の技術の再点検と改善、③特定の技

術の利用と適用、④特定の技術の真価の認

識である」としている。このような広義の

技術移転の考え方に立って、「特に科学教

育の技術移転は、①実験観察の構成要素、

②実験観察事例の提示、③特定の実験観察

題材の真価の認識、④良質の教育活動を維

持するカリキュラム構造」と狭義の定義づ

けを試みてきた(10)。

　今後の科学教育の協力活動における技術

移転も、このような観点から点検し検討す

る必要があると考えている。それは、たん

に日本の科学教育で扱ってきた内容と方法

を相手側に移転させることだけではない。

科学教育の技術移転は、つぎのような過程

で、それぞれ意味のある取り組みにしてい

くべきである。

① 学習題材の研究開発：相手国機関と関

係者などとともに、新しい時代の科学

教育の目標に沿った基礎的で基本的な

学習題材を研究開発する。
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② 教育開発の対象に応じた適切な学習題

材の精選：研究開発したもののうちか

ら、より適切な学習対象、学習材料、

学習方法を学習題材として精選する。

具体的には、ａ中央研修向けプログラ

ム、ｂ地方への普及プログラム、ｃ市

町村や学校区レベルでの展開プログラ

ム、ｄ学校の教育活動プログラムの４

段階で扱うべき学習題材を精選する。

③教育・研修プログラムの計画、実施、評

価：教育開発の対象ごとに良く検討さ

れた学習題材が、十分な準備作業を経

て、実施され、評価されること。

④発展的な計画の立案と取り組み：プログ

ラム計画から、実施、評価、フィード

バックまで一連の過程を経験する。そ

の経過を踏まえて、それに続く段階と

展開について構想と計画が検討される

こと。

⑤近隣諸国や関係する国際機関との交流活

動の展開：さきの科学教育の目標には

含まれていないが、情報化の進展にと

もなって交流やリンケージは今後ます

ます広く頻繁に行われる。当然ながら

技術移転の過程のひとつになる。特に、

交通機関の発達や情報化の進展は、一

つの国を越えて多くの近隣諸国とのつ

ながりを強めるに違いない。それに一

定の貢献をすることが期待され、これ

に対応するだけの展開が計画と実施に

含まれる。

　これらの５段階の過程を経過して、相手

側関係者がみずからの努力と取り組みで、

これらの過程をたどることができたとき、

技術移転は最も大きな成果をあげたと言え

るだろう。したがって科学教育の技術移転

の方策は、つぎのような取り組みになる。

(3)科学教育の技術移転の方策

　すなわち、ａ新しい時代の科学教育の目

標に沿った学習題材の研究開発ができるこ

と。ｂそのうち精選した学習題材について

教育ないし研修プログラムを計画し、実施

し、評価すること。ｃ発展的な教育ないし

研修プログラムを構想し、具体的な取り組

みができること、ｄそして、それは一つの

国を越えて近隣地域や国際的な関係機関と

の交流とリンケージを促進することに役立

つこと、この４点である。

　もちろん、このような方策には筆者の思

い込みや偏見が働いていることが危惧され

る。ただ、ここでは思い切った提案をして、

ひろく多様な立場から検討され、批判され、

見直しをしたいのである。この段階では、

暫定的な一つの作業方針として提唱するも

のとして受け取られることを期待したい。

　このように科学教育の技術移転は大きく

わけて、うえの４段階があると整理すれば、

プロ技協の点検や評価は、ずっと明確にわ

かりやすいものになる。そして、なにより

も、これまでの教育分野の協力と技術移転

の考え方を前進させる可能性がある。

(4)技術移転のためのモデル・カリキュラ

ムの必要性

　教育活動は、保健や医療などに共通する

側面がある。それは実践科学として位置づ

けられることである。したがって、理論や

思潮は何よりも実践に裏付けられるもので

なくてはならない。上に述べた技術移転の

考え方や定義を提唱し実現するためには、

その具体的な検討材料になるカリキュラム

や学習題材を示す必要がある。

　それが技術移転の核になるべきモデル・

カリキュラムである。それを持っていなく
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ては、コンパスを持たないで地図を描くよ

うなものである。筆者は、そのひとつの先

駆けとしてモデル・カリキュラム事例を開

発し、国際協力事業団を通じてフィリピン

のプロ技協のサイトに提供している(11)。

　これについては、ここで具体的な事例を

詳しく述べるのが目的でもなく、 また余

裕はないが、筆者の初等理科のための学習

題材の 10 トピックスを試作開発したケー

スについて、簡単にふれておきたい。それ

らは学習題材ごとに、①教師向けガイドブ

ック、②実験観察器具と材料、③ワークシ

ートなどのパッケージとして構成している。

これは、1997 年３月を期限にした国際協

力事業団・社会開発部とのコントラクトに

よるものであり、“ENJOY HAND'S ON

SCIENCE - Several Substantial Units for

Teaching Elementary Science" としてまとめ

たものである。これには関連機材をパッケ

ージして既にフィリピン理数科教師訓練セ

ンターのサイトに届けられ、何らかの形で

活用されているものと思われる。

　もちろんモデル・カリキュラムと言って

も、現地により良く適合するように点検さ

れ修正されるのは、当然のことである。そ

の目的は、科学教育の内容と方法について

具体的な一定のレベルを示すことが目的で

ある。現地側の諸条件を完全な形では網羅

できるものではない。しかし、日本側が科

学教育の協力を行うならば、その内容と方

法を具体的な形で提示しなければならない。

そして相手側やカウンターパートから現実

的な反応を得るのが目的である。具体的で

現実的なモデル・カリキュラムの開発を手

がけることが、科学教育分野の協力活動を

展開する重要な基盤になる。この仕事は、

必要性と緊急性が高いにもかかわらず、い

まだに低調であり、早急に改善の方向に向

かうべきである。しかも、この仕事は個人

の力量や経験だけでは困難であり、組織的

な対応と方策が迫られている。しかし日本

国内に目を向けても、早急な対応の可能性

は低いのが実情である。

　そこで、筆者はプロジェクト技術協力が

展開されているサイトでこそ、日本側と現

地側の協力によって、この種の開発的で生

産的な成果が生み出されることを期待した

い。そのための事例検討材料の一つとなれ

ばという思いから、“ENJOY HAND'S ON

SCIENCE" をまとめたのである。

(5)今後の科学教育分野の協力と技術移転

　科学教育の目標と技術移転の定義を検討

し議論することの意義は、今後の教育協力

を展開するうえで、極めて重要であると考

える。その理由は、つぎのとおりである。

① おそらく、これからの科学教育の目標

を前提とした技術移転の考え方に立た

ないかぎり、教育協力活動のひろい観

点からの評価はされない。

② これまでの取り組みは、教育以外の協

力活動や援助事業で通用してきた「日

本の経験」の導入、またはコピーとい

うアプローチだった。これを根本的に

見直す必要がある。

③ 教育は、近い将来の社会人もっと言え

ば地球人を育てることである。未来に

備えるというフィード・フォワードの

考え方に立たない限り意義ある協力は

できない。

④ 途上国の学校が抱える厳しい諸条件、

たとえば教室が不足している、教材が

ないなど基本的に改善されなければな

らない問題がある。その改善への取り
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組みとあわせて、この考え方に立てば、

科学教育のための題材になりえる材料

は見つかるし、 その自然条件や環境を

生かすことによって題材を開発できる。

⑤それらの学習題材は、たとえば先進国の

科学教育でも必要とされるものになる可

能性がある。

　このような考え方に立ったとき、今後の

科学教育の協力活動には、無償援助による

建物と基本的な機材の供与という強力な支

援とともに、内外から賛同が得られるよう

なソフト面の研究開発にも先導的な役割が

期待されている事態に対応して、これまで

になかった新しいアプローチが展開できる

のではないだろうか。

３．これからの専門家の資質と発想

　科学教育分野の専門家としての考え方や

発想も、今後は未来型のグローバルな科学

教育を開発するという観点に立った協力活

動が求められる。

(1)基礎的で基本的な機材の必要性

　科学教育分野の協力活動の緊急性の高い

国の多くは、たとえばマニラやナイロビに

見られるように都市部や都市近郊地域の人

口集中で、学校が不足している。二部制や

三部制にしても、なお教室が足りないとい

う状況が多くの国で見られる。廊下を使っ

ていることや青空教室も珍しくない。理科

の授業では、理科実験にふさわしい機材が

決定的に不足している。アジアの中堅国と

なったとされるマレーシアのクアラルンプ

ール近郊スバン・ジャなどでも新しく建設

される中等学校が二部制で運営されている

例が少なくない。

　科学教育の協力活動では、当然ながら基

礎的で基本的な機材を供与する必要性は高

い。基本的なひととおりの機材を供与して、

適切な実験や観察活動ができる環境条件を

整えることは専門家が取り組むべき緊急の

課題の一つである。

(2)遅れを温存したり拡大する可能性の排

除

　ここまでは、相手側の要請と協力する日

本側の認識は一致する。しかし、協力活動

の発想として、だからと言って戦後の日本

が成功を収めてきたとされる日本の科学教

育の経験をそのまま導入するというのは、

途上国のビハインドを助長しかねない。

　日本の経済成長や工業化の成功の背景に

は、学校の科学教育の側面があることは多

くの人が認めるにちがいない。相手側のカ

ウンターパートは、日本で行われている科

学教育をモデルやお手本にしたいという素

朴な欲求を持っているとしても不思議では

ない。日本側の関係者も、それなら対応で

きると思い込みやすい。しかし、日本は新

しい時代の科学教育を懸命に模索している。

過去の経験を短い期間に効果的に移転する

ことは難しいだけではなく、次のように根

本的な欠陥が含まれていることに配慮すべ

きである。

　この発想では、科学の教育・学習という

よりも、「科学の歴史」を教えることにな

りやすい。そこから波及して、科学百科

（サイエンス・エンサイクロペディア）に

なって、科学の知識を網羅的に扱う傾向が

強くなる。そして根本的な欠陥は、この発

想では遅れを温存したり逆に遅れを拡大す

ることになりかねない。

　遅れを縮め、できるだけ早くキャッチ・

アップするには、世界で通用するレベルの
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学習題材を精選し、時間的に十分な余裕を

持った展開が必要になる。しかも落とせな

いのは、個々の技能を関連付ける広い基礎

的な知識・概念の教育・学習が欠かせない

ことである。とても科学百科的な取り組み

はできないのである。このためには、相当

な時間的余裕を考慮しなければならない。

(3)科学教育専門家に要求される能力、資

質

　これからの科学教育分野の専門家には、

広い時代認識を持ったすぐれたカリキュラ

ム開発の能力が要求される。科学の歴史を

教えるのではなく、科学の実験や観察の楽

しさ、またその背後にある算数・数学、あ

るいは技術教育の側面をうまく一つの学習

題材に構成していくサイエンス・カリキュ

ラム・デザイナーとしての専門性を備えて

いることが期待される。

　すなわち精選した限定的な学習題材を構

想し研究開発する。新しい教育観・学習観

に基づいた学習題材を組み立て、適切な教

育方法によって実施し、評価する。実施し

た結果のデータをもとに修正や発展的な課

題を用意する、という方向を目指すことは、

先に述べた科学教育の目標の実現に沿うこ

とになる。日本が科学教育分野の協力活動

に取り組むのなら、日本の事例を紹介する

ことよりも、このような新しい科学教育の

研究開発に共同して取り組むという姿勢で

なくてはならない。また、そうであってこ

そ国内・国外からも支持が得られる。

　では日本国内で、そのような教育訓練や

人材の養成がされているかということに行

き当たる。これまでの日本の教育分野は国

内向けの人材養成に重点が置かれてきた。

海外の熾烈な政治的パワーの駆け引きもあ

る舞台で自己主張したり、決断をしたり、

さまざまな対立する考えをまとめて一つの

方向に合意を取り付けるなどということも

含めた教育専門家を育てることは、ほとん

ど手がけられてこなかった。国内の教育の

充実強化に邁進することが最優先だったし、

海外の教育分野の協力活動にまできちんと

した対応ができるほどの余裕もなかった事

情がある。

　そのような観点から、ようやく各方面の

関係者の努力が結実して、いくつかの国立

大学・大学院に国際開発研究科が設置され、

多数の若く海外経験のある人材が教育開発

にも取り組んでいるし、すでに人材を輩出

しはじめている。この中から科学教育分野

の専門家も育つことを期待したい。また広

島大学には共同利用機関として教育開発国

際協力研究センターが創設され、広く共同

研究員を組織した運営が始まっている。こ

れらによって、これまで海外で活躍しても

教育研究者として正当な評価がされにくか

ったり、業績にカウントされにくかったと

いう事態も大いに改善に向かうものと思わ

れる。また、是非ともそうであってほしい。

国内の大学教育研究機関の充実強化とと

もに、もう一つは暫定的で臨時的な対応な

がらプロジェクト技術協力の展開にあわせ

て、派遣専門家向けに現地での教育協力活

動と同時平行的に、いわばオン・ザ・ジョ

ブ・トレーニング（ＯＪＴ）を兼ねるよう

な方策が現実的であろう。そのためのガイ

ドラインの策定や資質向上のための特別研

修などの対策を講じる必要がある。さしず

め広島大学のセンターが中心になって、こ

の種の特別プログラムやトレーニング手法

の開発などを手がけられることが期待され

る。
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(4)アジア地域の科学教育協力の拠点との

リンケージ

　今後アジア地域で科学教育分野の協力活

動を展開するには、地域内の科学教育の拠

点機関の取り組みに一定の配慮を払うとと

もに、良きリンケージを形成するような働

きかけが必要になる。この点は、これまで

ほとんど配慮されないできている。国境の

壁がなくなる情報化社会の進展にあって、

是非とも友好的で協力的な関係を持つべき

である。

  その一つは、タイのバンコクにある国連

科学教育文化機関・アジア太平洋地域教育

事務所(UNESCO-PROP)および東南アジア文

部大臣機構（SEAMEO)である。ここでは、

この地域での教育革新事業に長く取り組ん

できているだけに、その経過と見通しにつ

いて共に協力するようなアプローチをした

い。また、おなじ SEAMEO が運営する地域

センターの一つ、マレーシアのペナンにあ

る地域理数科教育センター(RECSAM)は、す

でに約 25 年にもわたってアジア地域の理

数科教育の拡充計画プログラムを実施して

きている。是非ともその経験や蓄積に学ぶ

必要がある。

  各国の理数科教育の中心的な活動をして

いる機関としてシンガポールの科学教育セ

ンター(SSC)、タイの科学技術教育振興研

究所(IPST)、ソウルの韓国教育開発研究所

(KEDI)および理数科高校などは、プロ技協

を開始する以前の段階から基本的な調査研

究の対象とすべき機関である。これからの

教育協力、なかでも科学教育分野の協力が、

これらの機関の機能や役割をスポイルする

ようなことがあってはならないし、できる

だけ良き関係を保ちネットワークとしての

展開を心がけることが望まれる。

４．フィリピンのプロ技協が良きモデルに

なるために

  ここまで述べてきた事柄からフィリピン

の理数科教育のプロ技協について見るとき、

多くの関係者が成功しているとされること

にはほぼ同意するし、関係者各位の努力と

苦労には敬意を惜しまないものである。し

かし今後の科学教育分野の協力活動が、こ

のプロ技協とおなじように展開できると思

われることには、かなりの問題を感じるの

も事実である。とくに近隣諸国や国際機関

などとの交流と連携の必要性を指摘してお

きたい。

  このプロジェクト技術協力の協力活動の

中間的な成果が生み出される 1996 年から

1997 年の１年間だけに限っても、科学教

育の国際会議が近隣国でいくつも開催され

ている。たとえば、①1996 年 12 月にバン

コクのタイ国科学技術教育推進研究所

(IPST)で国際物理教育国際会議が開催され、

②コンピュータ教育に関する国際会議が

97 年５月にバンコクで、③科学教育の国

際会議が、おなじ時期にソウルで、④そし

て同年７月にはハワイで地球科学教育の国

際会議シンポジウム、などが開催されてい

る。

　筆者は、これらの国際会議に出席して、

③ではプロジェクト・サイトのフィリピン

大学理数科教育開発研究所（UP-ISMED)の

所長ビビエン・タリサヨン女史とフィリピ

ン科学技術庁科学教育研究所(DOST-SEI)の

所長エステル・オヘナ女史が参加していて

旧交を暖めることができた。オヘナ女史は、

その発表“Models For Partnerships in

Science Educational Development : A

Philippines Experience"(12)で、日本政府

によるパッケージ技術協力に触れているこ
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とは、この会議に出席していた日本人とし

て、 またこのプロジェクト技術協力に関

わりを持ってきた科学教育者の一人として

感慨深いものがあった。

  ④では、当時プロ技協の派遣による前田

保夫専門家の個人的な特別の好意と援助も

あり、 またフィリピン大学からの支援も

得られてカウンターパートの一人のカノ

（CANO,Miguel)の参加が実現して、カノ・

前田・大隅の連名のもとに研究報告とポス

ター・セッションが実現した(13)。

  そして日本の国際協力事業団(JICA)が、

理数科教育分野の取り組みをフィリピンで

展開していることは、世界各国から集まっ

た科学教育研究者たちのあいだで広く知ら

れることになった。この会議に出席したカ

ノは、世界の科学教育の第一線で活躍して

いる研究者に伍して、フィリピンの理科教

育の拡充に取り組んでいる自信と誇りを痛

感したのだった。筆者も、この国際会議に

出席した日本人の一人として感慨深かった。

  しかし残念なことに、いまのところ

JICA のスキームでは、このような事態に

何らの対応ができないばかりか、熱意のあ

る専門家たちやカウンターパートの意欲を

削ぐことになりかねないのは、日本の科学

教育の研究者として残念なことである。関

係各位の努力で早急に規定などの見直しな

どが実現することを期待したい。

  もちろん、以上の述べてきたところは極

めて個人的で主観的なものである。より客

観的な点検が必要なのは言うまでもない。

ここでは技術移転の定義を提唱する以上、

それを現実の教育協力活動に適用できるか

どうかという議論を喚起するためのもので

あることを断っておきたい。

　ひとつの結論は、ある特定のサイトでの

教育協力が、一国の拠点だけで議論され検

討される時代は終わったということである。

広くグローバルな観点から話題になり、多

角的な点検がされる時代に到達したのであ

る。それに耐えられるような、逆に言えば

広く注目を集めるような発想や考え方のも

とに科学教育協力が行われるべきである。

おわりに

　以上のように検討をしてくると、果して

科学教育の拡充強化プロジェクトとして、

その対象を現職教育とするのが良いのか、

という点に行き当たる。若い世代である教

員養成を対象にすることの可能性も検討す

べきではないか、という思いがあるが、こ

れについては別の機会に検討したい。

　専門家の資質や発想、そして教育協力の

取り組む方向性とともに、カウンターパー

ト側と、より良い協力関係を形成できるこ

とが技術移転に欠かせない。しかし現実に

は、カウンターパートの待遇や昇進など、

専門家が口にしたり触れられない相手側の

内政にかかわる問題や微妙な困難を抱えて

いる。給与や待遇のほかにも、専門家の努

力だけでは解決できない、多くの困難や課

題をカウンターパート側が抱えているのが

実情である。現実の深刻な事態に遭遇する

とき、専門家として取り組みの自信喪失や

意欲の減退になりかねない。

　しかし教育分野の協力活動の取り組みが

救われ報われるのは、カウンターパートと

ともに「教育や学習する本当の喜び」を教

師や子どもたちに伝えることである。「そ

れまで出来なかったことができるようにな

った………」という経験を教師たちや子ど

もたちとともに持つことである。これをバ

ネとしてエネルギーとして、カウンターパ
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ートたちが苦しくても教育の仕事を継続し

ていく。そうした取り組みが、長期的に見

たとき国作り人作りの基礎になること、そ

れが教育分野の協力活動の最も基本になる。

　教育分野の協力活動は、そのための新し

い考え方を導入する。また、可能な範囲で

組織の仕組みを点検し、改善を提案し、一

緒になって試行し評価する。これが、科学

教育のモデル・カリキュラムの制作ととも

に、重要な仕事になる。

　最後に、フィリピンのプロ技協の５年間

のインプットは、このサイトが科学教育協

力の第三国研修の拠点として相応しい蓄積

と力量を備えてきていることを付言してお

きたい。今後、その方向での可能性につい

て関係各位の特段の考慮を期待している。
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